
Ⅰ．耐震設計に係る主な論点

Ａ

別表第二及び耐震重要度分類の区分に照らし，過去の
工認及び最新プラントの建設工認の評価実績を踏まえ
て，評価対象施設，評価部位，評価項目の網羅性を確
認した結果を整理

低

Ｂ
水平２方向及び鉛直方向の組合せによる耐震設計に
係る技術基準が制定されたことに伴う，水平2方向及び
鉛直方向地震力の組合せに係る影響評価方針を整理

低

Ｃ

耐震重要施設の安全機能への波及的影響検討のう
ち，敷地全体を俯瞰した調査・検討等の結果及び波及
的影響を及ぼす可能性のある施設，設備の選定結果を
整理

中

Ｄ

重大事故等対処施設に必要な耐震設計条件に適用す
る荷重条件と地震動の組合せを明確にし，重大事故等
対処施設の耐震設計におけるその考え方の妥当性を
整理

中

共通
/

個別

評価対象施設に適用した評価手法・評価条件につい
て，既工認からの変更点を確認した結果を整理
詳細については，次ページ以降，「Ⅱ．既工認からの主
な解析評価条件の変更点」参照

高～低

分類

耐震重要施設の安全機能への下位クラス
施設の波及的影響
（影響検討対象施設の抽出プロセス・抽出
結果）

重大事故等による荷重と地震動の組合せ
の設定の考え方

既工認からの解析評価条件の変更

【表の見方】
　・難易度：先行実績での有無，規格基準等での有無などを考慮して，高，中，低に区分する。区分目安は，以下のとおり
　　　高：観測記録によるシミュレーション，試験等により説明するもの。また，妥当性に係る説明内容が多いと考えられるもの
　　　中：既往論文（ＮＵＰＥＣ報告書）や民間規格（日本建築学会，土木学会，日本道路協会，日本電気協会）等，参考となる知見を既に有するもの。また，妥当性に係る説明内容が「高」に比べて少ないと考えられるもの
　　　低：適用実績・審査実績，是認（エンドース）された民間規格等を基に説明可能なもの
　・参考根拠等：適用実績，審査実績以外の説明根拠について記載する

共通

評価対象の網羅性

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ
に関する影響評価方針

詳細については，下表「Ⅱ．既工認からの主な解析評価条件の変更点」参照

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉　耐震設計の論点に係る整理表

現状のステータス（審査状況等）

-

9/21ヒアリングにて評価方針を説明。
同日のヒアリングにおける指摘事項について対応中。

8/30審査会合における指摘事項について，継続対応中。
（9/28ヒアリングにて一部回答）

「格納容器の除熱手段」「長期冷却に係る手段」に係るコメント回答は別途10/27審査会合で説
明予定。

整理
Ｎｏ．

耐震設計については8/30審査会合にて説明済。

内　　容 難易度 今後の説明方針，資料の位置付け等

本件は，別表第二や先行認可実績と比較して工認の耐震計算書の評価対象に抜けが無いこと
を確認することが目的の資料であり，論点とはならないと考えられる。詳細については工認の耐
震計算書等をもとに説明することが適切であると考える。
【別紙-1参照】

評価方針は先行プラントと同様であり，論点とはならないと考えられる。
評価結果は，工認の耐震計算書，構造図をもとに説明することが適切であると考える。
【別紙-2参照】

審査会合での指摘事項は，別途，会合にて説明予定。
緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更することによる評価対象設備の見直しに伴い，
今後，詳細に抽出・整理し，追加検討を実施する。

論　点

平成２８年１０月

東京電力ホールディングス株式会社

資料１－２

【凡例】

・赤字：5号原子炉建屋内緊急時対策所の設置に伴い，方針を変更したところ

・黄色ハッチング：審査会合では論点にならないと考えている項目
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Ⅱ．既工認からの主な解析評価条件の変更点

コンクリート実剛性の
採用

コア圧縮試験，建設時材齢強度（管理材齢時及び長期材齢時）等か
らコンクリートの実剛性を設定し，観測記録のシミュレーションや分析
等により妥当性を説明する

高 －

・各種試験結果
・観測記録のシミュレーション解析
等

済

基礎側面回転バネの
採用

より現実的な挙動として採用する 高
PWR

(高浜3，4号補助
一般建屋)

・観測記録のシミュレーション解析
・K-6R/Bを想定した地中外壁摩擦実験の結
果とSsによる回転ばね反力の比較

10/4審査会合における指摘事項についてまとまり次第，回答
する予定。

補助壁の考慮 既工認では剛性対象範囲外としたが実際は建屋剛性に寄与
すると考えられる壁を補助壁として，剛性を評価する

中 －
・観測記録のシミュレーション解析
・RC-N規準等

済

表層部の埋込み効果
の無視

中越沖地震時に表層地盤の変状を踏まえ，地盤－建屋相互作用効
果が見込めないと判断し，この部分の埋め込み効果を無視する

－ －
・観測記録のシミュレーション解析
等

－

応力解析モデルへの
弾塑性解析の適用

地震動の増大に対し，より現実的な挙動把握のため，
原子炉格納施設の基礎などの鉄筋コンクリート部材の
応力解析において，材料（コンクリート，鉄筋）の非線形
特性を考慮した弾塑性解析を採用する予定としている

中 －

・既往知見
（CCV規格，NUPEC報告書，AIJ「コ
ンクリート系構造物の部材解析モデ
ルと設計への応用」，出雲他「面内
力を受ける鉄筋コンクリート板要素
の解析モデル」）

弾塑性解析の条件については，適用実績のある規格規準等
に基づき設定している。また，許容値については既工認と同じ
値を用いることから，論点とはならないと考えられる。
【別紙-3参照】

原子炉建屋屋根トラス
の解析モデルへの弾
塑性解析の採用

原子炉建屋の屋根トラスの地震応答解析及び部材応
力評価において，材料(鉄骨）の非線形特性を考慮した
３次元フレームモデルによる弾塑性解析を適用

低

PWR
（川内1,2号タービ
ン建屋，伊方3号
タービン建屋）

・既往知見
（谷口他「鉄骨X型ブレース架構の
復元力特性に関する研究」）

既往知見に基づき，材料(鉄骨)の非線形を考慮した3次元フ
レームモデルによる弾塑性解析を実施することについて説明
予定。適用実績のある手法であり，論点とはならないと考えら
れる。
【別紙-4参照】

構造解析における三次
元モデルの適用

構造解析において三次元FEMモデル（線形）を適用 － － － －

隣接構造物のモデル
化

隣接構造物をモデル化することによる精緻化を実施 低
PWR

（川内1,2，高浜
1,2,3,4）

・コンクリート標準示方書（土木学
会）
・原子力発電所屋外重要土木構造
物の耐震性能照査指針・マニュア
ル（土木学会）

近接して存在する構造物を等価剛性でモデル化することにつ
いて説明予定。実際に存在する隣接構造物をモデル化した評
価は，適用実績がある近接設備や地盤改良体のモデル化と
同様の手法であり，論点とはならないと考えられる。
【別紙-5参照】

時刻歴応答解析

・地震応答解析にＦＥＭモデルによる非線形解析手法を適用（時刻歴
応答解析）
・鉛直地震動について静的入力から動的入力に変更（水平・上下同
時入力）
・評価基準値は，限界状態設計法も考慮

低

減衰定数の変更
地震応答解析手法の変更に伴い，減衰定数にも非線形特性
を適用（履歴減衰，レーリー減衰）

低

10

地震動の増大に対してより現実的な応答特性を考慮するた
め，非線形特性を適用
既往試験に基づく知見をもとに説明。なお，原子炉建屋は設
計時より非線形モデルを用いている

高 －

・SC構造設計の基礎式を参考にペ
デスタル弾塑性手法を構築
・RCCV共研の試験結果にて検証

済

燃料交換機 － － － －

原子炉建屋クレーン 低 他BWR
（大間） ・JNES天井クレーン実証試験

柏崎6,7号炉の天井クレーンは，先行電力（大間）と類似の構
造であり，大間実績が適用可能であることを説明予定。適用
実績のある手法であり，論点とはならないと考えられる。
【別紙-7参照】

角管並列型，格子型 中 － ・燃料ラック加振試験結果

角管市松型 中 － ・燃料ラック加振試験結果

一部のポンプ等について，最新工認実績等を踏まえ応
答解析モデルを見直し（1軸モデル→3軸モデル，モデ
ル質点の追加，FEMモデルの適用等）

低

PWR
(川内1,2，高浜
3,4，伊方3，玄海

3,4）
他BWR（大間）

・原子力発電所耐震設計技術指針
（JEAG4601-1991追補版）

最新の知見（JEAG4601-1991)に基づき，立型ポンプのモデルを詳細
化することを説明予定。最新版の規格・基準の反映及び先行認可実
績のあるものであることから，論点とはならないと考えられる。
【別紙-8参照】

振動試験結果を踏まえ，クレーン類及び配管系につい
て，JEAC4601-2008に規定されている減衰定数に変更
する

低

PWR
(川内1,2，高浜
3,4，伊方3）
他BWR（大間）

・原子力発電所耐震設計技術規程
（JEAC4601-2008）

柏崎6,7号炉のクレーン類は先行電力（大間）と類似の構造であり，大間実績
が適用可能であることを説明予定。配管系については，先行電力で認可実績
のある既往の知見を基に減衰定数を設定していることを説明予定。適用実績
のある手法であり，論点とはならないと考えられる。
【別紙-9参照】

地震応答解析モデル
の追加及び鉛直方向
の減衰定数の考慮

鉛直方向に動的地震力を適用するのに伴い，鉛直方
向に柔な設備については鉛直方向の減衰定数を新た
に考慮しており，鉛直方向の解析モデルを追加する

低

PWR
(川内1,2，高浜
3,4，伊方3）
他BWR
（大間）

・原子力発電所耐震設計技術規程
（JEAC4601-2008）

水平方向及び鉛直方
向地震力の組合せ方
法の変更

鉛直方向地震力が動的地震力に変更になったことに伴
い，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せ方法を，絶
対値和法から組合せ係数法やSRSS法に一部変更する

低

PWR
(川内1,2，高浜
3,4，伊方3）
他BWR
（大間）

・原子力発電所耐震設計技術規程
（JEAC4601-2008）

審査会合での指摘事項は，別途，会合にて説明予定。
8/30審査会合における指摘事項について，継続対応中。
（9/28ヒアリングにて一部回答）

原子炉本体基礎の復元力特性の考慮

PWR
（川内1,2，高浜
1,2,3,4，伊方3）

6/30審査会合にて，議論は概ね完了。
指摘事項については，10/4審査会合にて回答済。

・コンクリート標準示方書（土木学
会）
・原子力発電所屋外重要土木構造
物の耐震性能照査指針・マニュア
ル（土木学会）
・道路橋示方書（日本道路協会）

時刻歴応答解析による評価は適用実績のある手法であるこ
と，また，減衰定数は解析上の安定のためになるべく小さい値
として1%を設定するものであることから，いずれも論点とはな
らないと考えられる。
【別紙-6参照】

解析モデルの精緻
化

三次元モデルは，既工認（女川等）で審査実績のある線形モデルを採用
する方針としていたが，緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更
することによる対象構造物の見直しに伴い，採用の必要は無いと判断
し，適用しない方針に変更。

-

機
器
・
配
管
系

分類 変更項目
整理
Ｎｏ．

適用実績，
審査実績 参考根拠等変更内容 難易度 現状のステータス（審査状況等） 今後の説明方針，資料の位置付け等

柏崎6,7号炉についても，先行電力（大間）の実績が適用可能
であることを説明予定。適用実績のある手法であり，論点とは
ならないと考えられる。
【別紙-10参照】

クレーン類，配管系の減衰定数の変更

-

屋
外
重
要
土
木
構
造
物

-

13

建
物
・
構
築
物

建屋の地震応答
解析モデル（柏崎
６，７号）

6

1

弾塑性解析の適
用

7/26審査会合にて，議論は概ね完了。
資料の記載充実に関する指摘のため，ヒアリングにて回答済。

地震時に燃料交換機の落下を防止するために追設したガイドプレートと
燃料交換機脚部の接触を考慮した解析モデルを採用する効果を精査し
た結果，ガイドプレートを考慮せずとも，既工認で考慮していた落下防止
措置のみでも落下防止を達成できることを確認したので，解析を複雑に
するメリットが無いと判断し，適用しない方針に変更。

-

加振試験に基づき減衰定数を適用（Ss:7%，Sd:5%）

解析手法の精緻
化

-

7

8

柏崎刈羽6号及び7号炉で想定するような強い地震時に表層部分の埋め
込み効果は期待できず，これらを無視することは，工学的に妥当な判断
であるため，論点とはならないと考えられる。

今回工認で弾塑性解析を採用したのは，基準地震動Ssが
大きくなり，弾性解析では現象を適切に表現できなくなっ
たことによる。なお，許容値として用いるひずみについて
は，既工認時の数値をそのまま用いる方針としている。弾
塑性解析で得られるひずみは弾性解析で得られるひずみ
より大きくなるため，弾塑性解析を採用することにより安全
側の評価となる。

-

6/30審査会合にて，議論は概ね完了。
指摘事項については，10/4審査会合にて回答済。

10/4の審査会合における指摘事項について対応中。

共
通

17 鉛直方向の動的
地震力の適用

鉛直１Ｇを超える加速度への対応として，車輪部に浮き
上がり・衝突を考慮した非線形要素（ギャップ）を追加
合わせて滑り，衝突を考慮した3次元線形梁モデルを適
用

燃料ラックの減衰
定数の変更

15

ポンプ等の応答解析モデルの精緻化

12
クレーン類の
ギャップ非線形モ
デルの採用
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Ⅲ．その他

1 地盤物性の整理，地盤物性の代表性・網羅性の整
理及び構造物影響評価（代表）を説明する。

－

2
保管場所の沈下及び斜面評価，並びに，アクセス
ルートの段差及び斜面崩壊を考慮した仮復旧評価
を説明する。

－

3

入力津波の妥当性を示した上で，大湊側の外郭防
護，荒浜側の外郭防護及び内郭防護の妥当性を
検証するとともに，入力津波に基づき設計で考慮
する漂流物を選定

－

4 緊急時対策所として，確実に機能が維持されること
の説明

－

分類
整理
Ｎｏ．

項目 概要 難易度

地盤の液状化

地盤物性の代表性・網羅性について，7/12，9/8審査会合を実施。
構造物影響評価の方針（ばらつきの考え方，要求機能に対する損傷モード
やそれに対応した性能目標水準についての考え方等）を，代表構造物の取
水路について9/8審査会合にて説明。

保管場所・アクセスルート 9/13審査会合にて審議。

原子炉建屋内緊急時対策所の耐震設
計方針

3号炉の緊急時対策所については，9/13審査会合にて審議。

耐津波設計

敷地内の沈下量（含む液状化）及び斜面崩壊による影響範囲を仮定した上
で，入力津波の妥当性（液状化の審議に応じてフィードバック要）を示すとと
もに，入力津波に対する大湊側の外郭防護の妥当性を検証。
また，入力津波に対する荒浜側の外郭防護，内郭防護の妥当性も評価。
確定した津波条件（流向，流速）に基づき，防潮堤等の設計で考慮する漂
流物（衝突荷重）の設定，取水口通水性の詳細評価（堆積物の積算効果
等）で考慮する漂流物の選定を実施。

緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更による対象設備の見直しを行う。
対象設備の評価は，9/8審査会合で説明した方針から変更はせず，これまでの指摘事項につい
て継続して検討し説明予定。説明内容は，今後，詳細に抽出・整理する。
液状化による地中構造物の浮き上がりは，指摘事項を踏まえた検討方針を説明予定。

緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更することによるアクセスルートの見直しに伴う影
響等について説明予定。説明内容は，今後，詳細に抽出・整理する。
液状化による地中構造物の浮き上がりによる影響を含め，アクセスルートの成立性について説
明予定。
保管場所の沈下量については，評価結果を説明予定。

緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更することによる津波防護対象設備の見直しに伴
い，5号原子炉建屋内緊急時対策所の津波防護方針，荒浜側防潮堤の位置づけ変更に伴う遡
上・浸水域の再評価（大湊側の敷地、アクセスルート等への影響有無）について説明予定。説明
内容は，今後，詳細に抽出・整理する。

共
通

現状のステータス（審査状況等）

緊急時対策所の設置場所を3号から5号に変更することに伴い，5号原子炉建屋内緊急時対策
所の耐震成立性について，今後確実に機能が維持されること（5号炉原子炉建屋について，建
屋の耐震性，基礎地盤安定性評価等）を説明予定。説明内容は，今後，詳細に抽出・整理す
る。

今後の説明方針，資料の位置付け等

【凡例】

・赤字：5号原子炉建屋内緊急時対策所の設置に伴い，方針を変更したところ

・黄色ハッチング：審査会合では論点にならないと考えている項目

3/3
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評価対象の網羅性について 
 
本件は，工事計画書に記載すべき事項をまとめた「実用発電用原子炉の設置，運転等に

関する規則」別表第二や先行認可実績と比較して，耐震評価対象が抜け無く網羅されてい

ることの確認を目的とした資料である。 
工事計画認可申請書の内容と紐付く内容であることから，確認内容の詳細については工

事計画認可申請書をもとに説明することが適切であると考える。 
 

 

図 1 評価対象の網羅性に関する確認手順
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【例１】 
別表第二に該当する施設のうち，耐震 S クラス施設および波及的影響に係る施設の整理 

 
別表第二の記載項目を示し，各項目に該当する耐震 S クラス設備及び波及的影響設備

を整理する。 

 
 
 
 
【例２】 
評価対象設備の評価部位の網羅性に関する整理 

 
今回工認の耐震評価対象設備の評価部位について，既工認及び最新プラントである大

間１号炉の建設工認にて実施していた評価部位と比較することにより，必要な評価部位

が網羅されていることを整理する。 
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水平 2 方向及び鉛直方向の適切な組み合わせに関する検討について 
 

本件は，従来の耐震設計手法において水平 1 方向及び鉛直方向地震力を考慮していた

のに対して，今回工認においては「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及

び設備の基準に関する規則の解釈」「耐震設計に係る工認審査ガイド」に従い水平 2 方

向及び鉛直方向地震力を考慮することから，その影響について検討・評価することを目

的とした資料である。本検討の概略フローを以下に示す。 
 

①評価対象となる設備の整理

②構造上水平2方向及び鉛直方向地震力
の影響が想定されるか※

③水平2方向及び鉛直方向地震力の影響評価
（水平2方向及び鉛直方向地震力に対し，耐震性を

有していることへの影響があるか）

従来の設計手法に加えて更なる設計上の
配慮が必要な設備

従来の設計手法で水平2方向及び
鉛直方向地震力は対応可能

YES

YES

NO

NO

※間接支持構造物については，機器・配管系に帯

する応答のも考慮

 
図 水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価検討の概要 

 
本検討方針については先行プラントと同様であり論点とはならず，検討結果について

は工事計画認可申請書における各機器の耐震計算書や構造図をもとに説明することが適

切であると考える。 
 

※間接支持構造物については， 
機器・配管系への影響も考慮 
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原子炉格納容器コンクリート部の応力解析における弾塑性解析の採用について 
 
（１）概要 
原子炉格納容器コンクリート部（以下，RCCV という）の応力解析については，建設時に

は弾性静的応力解析を実施していたが，今回工認の評価では，弾塑性静的応力解析を実施す

る。今回工認で弾塑性解析を採用したのは，基準地震動 Ss が大きくなり，弾性解析では現

象を適切に表現できなくなったことによる。なお，許容値として用いるひずみについては，

既工認時の数値※1 をそのまま用いる方針としている。弾塑性解析で得られるひずみは弾性

解析で得られるひずみより大きくなるため，弾塑性解析を採用することにより安全側の評

価となる。 
 

※１：既工認で参照したのは，通商産業省告示 452 号「コンクリート製原子炉格納容器に関す

る構造等の技術基準」であるが，今回工認で参照予定の「発電用原子力設備規格コンク

リート製原子炉格納容器規格 JSME S NE1-2003」（以下，CCV 規格という）についても

同じ許容値となっている。 

 
（２）妥当性・適用性の説明方針 

RCCV の応力解析に弾塑性解析を取り入れることにより，既工認で採用していた弾性解

析では表現出来ないような大入力時の弾塑性挙動を適切に評価できるが，弾塑性挙動を適

切に評価するにあたっては，鉄筋及びコンクリートの材料構成則（材料の応力とひずみの関

係をモデル化したもの）を適切に設定した上で解析を実施する必要がある。今回の工認で採

用予定の材料構成則を表 1 及び図 1 に示す。ここで，コンクリート（圧縮側）は CEB-FIP
モデル，コンクリート（引張側）は RC 規準（ひび割れ点の評価）と岡村・出雲モデル（ひ

び割れ点以降の引張軟化曲線），鉄筋（圧縮・引張側）は完全弾塑性型を用いている。これ

らの設定は弾塑性挙動に直結するものであるため，その設定の妥当性・適用性を説明する方

針である。 
なお，妥当性・適用性の説明は，耐震設計に係る工認審査ガイドにおける「安全上適切と

認められる規格及び基準等」に該当する規格・基準の記載や既往知見（財団法人原子力発電

技術機構の原子炉格納容器信頼性実証事業）で検証された内容に基づき行う予定であるこ

とから，大きな論点とはならないと考えられる。  
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表-1 採用予定の材料構成則 

材料 採用モデル 備考（説明方針） 

コンクリート 
（圧縮側） 

CEB-FIP  
Model Code 1990 

・既工認の RCCV の評価において，応

力検定時に参照している構成則である

ことを説明する。 
・パラボラ型の応力ひずみ曲線を想定す

る際に一般的なモデルであり，CCV
規格（CVE3511.2-1）でも参考にされ

ている。 

コンクリート 
（引張側） 

【ひび割れ点迄】 
鉄筋コンクリート構造

設計規準・同解説に示

される引張強度 

・同規準に示される引張強度の下限値を

採用しており，保守的な設定になって

いることを説明する。 

【ひび割れ点以降】 
岡村・出雲モデル 

・コンクリートと鉄筋の付着効果による

影響を表現したモデルであり，解析の

収束性の観点から採用するものであ

る。 
・各種実験結果（原子力発電技術機構に

よる原子炉格納容器信頼性実証事業に

おける解析結果等）との対応が良いこ

とが確認されている構成則であること

を説明する。 

鉄筋 
（圧縮・引張） 

完全弾塑性型 

・既工認時の RCCV の評価において，

応力検定時に参照している構成則であ

ることを説明する。 
・CCV 規格（CVE-3511.2 の記載）に記

載されている。 
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Fc：コンクリートの設計基準強度，σy：鉄筋の降伏強度 
図-1 採用予定の材料構成則 

引張強度：RC 規準 

引張軟化曲線：岡村・出雲モデル 
(付着特性のパラメータ C=0.4) 

完全弾塑性型 

圧縮側：CEB-FIP モデル 
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原子炉建屋屋根トラスの解析モデルへの弾塑性解析の採用 
 
 6，7 号炉の原子炉建屋屋根トラスの耐震評価にあたっては，解析モデルとしては水平 2
方向及び鉛直方向の地震力の影響を適切に考慮できるように 3 次元フレームモデルを採用

することとしている。また，基準地震動 Ss による地震動の増大に伴い，屋根トラスを構成

する部材の一部※1 が弾塑性領域に入ると考えられるが，弾性解析では当該部材の座屈や塑

性化による影響を考慮できないため，解析と実現象に乖離が生じることになる。そこで今回

工認では，屋根トラスの弾塑性挙動を適切に評価することを目的として，部材の弾塑性特性

を考慮した地震応答解析を採用する。屋根トラスの解析モデル図を図-1 に示す。 
 なお，3 次元フレームモデル及び適用予定の弾塑性特性（修正若林モデル）は，先行審査

（川内 1 号機タービン建屋等）で適用実績があり，論点とはならないと考えられる。 
 
※1：サブトラス（斜材、束材）や下弦面水平ブレース等 
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解析モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉建屋断面図 
 

図-1 今回工認の屋根トラスの解析モデル 

鉛直

水平 回転

梁要素 

トラス要素 

シェル要素 

屋根トラスモデル化範囲 
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解析モデルの精緻化（屋外重要土木構造物） 
 

（隣接構造物のモデル化） 
既工認では，簡便かつ保守的に評価する観点から，評価対象構造物に隣接する建物等は

地震応答解析モデルでは地盤としてモデル化している。 
今回工認では，隣接構造物が評価対象構造物の地震時挙動に与える影響が大きい見通し

の場合や，従来手法にて安全性が確認されない見通しの場合について，近接して存在する

構造物を等価剛性でモデル化する。 
実際に存在する隣接構造物をモデル化した評価は，川内，高浜にて適用実績がある近接

設備や地盤改良体のモデル化と同様の手法であり，論点とはならないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 隣接構造物のモデル化（概念図） 

別紙－５ 
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解析手法の精緻化（屋外重要土木構造物） 
 

（時刻歴応答解析） 
既工認では，周波数応答解析による許容応力度法を用いた評価を実施している。 
今回工認では，構造物の現実的な挙動特性を把握するため，時刻歴応答解析による限界

状態設計法を用いた評価を実施する。 
時刻歴応答解析による評価は，先行審査（川内・高浜・伊方）にて適用実績のある手法

であり，論点とはならないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 時刻歴応答解析（概念図） 
 
 
（減衰定数の変更） 

既工認では，周波数応答解析における構造物の減衰定数は 5%を用いている

（JEAG4601-1987 記載）。 

 今回工認では，時刻歴応答解析において構造部材の非線形性を考慮するため，ひずみが

大きい領域では履歴減衰が支配的となることから，粘性減衰は，解析上の安定のためにな

るべく小さい値として減衰 1%を採用する。 

本内容は，解析上の安定のためになるべく小さい値として設定するものであることから，

論点とはならないと考えられる。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図 2 時刻歴応答解析における構造物の減衰定数 

別紙－６ 
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別紙－７ 
原子炉建屋クレーンのギャップ非線形モデルの採用 

 
原子炉建屋クレーン（図 1）の耐震評価は，従来，鉛直方向は静的地震力のみであったこ

とから簡便に手計算により耐震評価を実施していた。 
今回工認では鉛直動的地震力を考慮する必要があること及びクレーンの車輪部はレール

上に乗っており固定されていないという構造上の特徴を踏まえ，鉛直方向の地震力に対す

る車輪部の浮き上がり挙動を考慮した解析モデル（図 2）を用いた非線形時刻歴応答解析に

より評価を実施する。 
なお，本モデル及び評価手法は大間１号炉の建設工認にて適用例があり，柏崎刈羽６号

及び７号炉の原子炉建屋クレーンと大間 1 号炉の原子炉建屋クレーンは類似構造であるこ

とから，柏崎刈羽６号及び７号炉への適用にあたり論点とはならないと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 原子炉建屋クレーン（７号炉の例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 今回工認の解析モデルの例 

モデル化 
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別紙－８ 
 

立形ポンプの解析モデルの精緻化 
 

既工認における立形ポンプの解析モデルは，実機構造を踏まえた振動特性とするため，

設備の寸法，質量情報に基づき，主要部であるローター，インナーケーシング，及びディ

スチャージケーシングを相互にばね等で接続した多質点系モデルとして構築していた。 
今回工認では，既工認モデルに対し JEAG4601-1991 追補版に基づくモデルの精緻化を

行う。なお，本解析モデルは大間１号炉の建設工認にて適用例がある。 
本内容は最新版の規格・基準の反映及び先行認可実績のあるものであることから，論点

とはならないと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    構造図  解析モデル          構造図  解析モデル 
（ａ）既工認               （ｂ）今回工認 

図 1 原子炉補機冷却海水ポンプ解析モデル図（7 号炉の例） 
 
【主な変更点】 
① 取付フランジ部の剛性を回転ばねとして考慮する。 
② 流体の影響として，インナーケーシングの内部だけでなく，外側の水質量を質点に負

荷する。また，水平方向の水の連成効果を考慮する。 
③ ディスチャージケーシングのストッパをピン支持から水平方向ばねに変更。 

精緻化 
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別紙－９ 
原子炉建屋クレーン，燃料取替機及び配管系の減衰定数の変更 

 

今回工認では，最新知見として得られた原子炉建屋クレーン，燃料取替機及び配管系の減衰

定数を採用する。この変更は，振動試験結果を踏まえ設計評価用として安全側に設定したもの

であり，大間 1 号炉の建設工認にて適用例があるものである。 

設計用減衰定数の比較を表 1 及び表 2 に示す。 

 

 表 1 原子炉建屋クレーン及び燃料取替機の設計用減衰定数 

設   備 

設計用減衰定数 (%) 

水平方向 鉛直方向 

JEAG4601＊1 柏崎刈羽＊2 JEAG4601＊1 柏崎刈羽＊2 

原子炉建屋クレーン 1.0 2.0 － 2.0 

燃料取替機 1.0 2.0 － 1.5(2.0)＊3 

 

表 2 配管系の設計用減衰定数 

配管区分 

設計用減衰定数（％） 

保温材無 保温材有 

JEAG 

4601*1 

柏崎 

刈羽＊2 

JEAG 

4601*1 

柏崎 

刈羽＊2 

Ⅰ 
支持具がスナバ及び架構レストレイント主体の配管系

で，その数が４個以上のもの 
2.0 同左 2.5 3.0 

Ⅱ 

スナバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハンガ

等を有する配管系で，アンカ及びＵボルトを除いた支持

具の数が４個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 

1.0 同左 1.5 2.0 

Ⅲ*4 
Ｕ字ボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重

を受けるＵボルトの数が４個以上のもの 
－ 2.0 － 3.0 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 0.5 同左 1.0 1.5 

注記 *1：原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版（社団法人日本電気協会）  

*2：柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉 

*3：（ ）外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合 

（ ）内は，燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合 

*4：区分Ⅲ（Ｕボルトを有する配管系）については，新たに設定したものであり， 

現行 JEAG4601-1991 追補版では区分Ⅳに含まれている。 

 ：新たに設定したもの 

：JEAG4601 から見直したもの 
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鉛直方向の動的地震力の適用 
 
１．地震応答解析モデルの追加 
 

今回工認においては，鉛直方向の動的地震力に対する考慮が必要となったことから，鉛

直方向についても水平方向と同様に動的地震力の算定を行う。鉛直方向の地震応答解析モ

デルについては，鉛直方向の各応力評価点における軸力を算定するため，従来の水平方向

モデルをベースに新たに多質点モデルを作成する。なお，鉛直方向の地震応答解析モデル

は，大間 1 号炉の建設工認と同様の考えに基づくものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 水平方向                (b) 鉛直方向 
 

図 1 地震応答解析モデルの例 
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２．鉛直方向の減衰定数の考慮 
 

今回工認では，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計用減衰定

数を新たに設定している。 

鉛直方向の設計用減衰定数は，基本的に水平方向と同様とするが電気盤や燃料集合体等

の鉛直地震動に対し剛体挙動する設備は 1.0%とする。また，原子炉建屋クレーン，燃料取替

機及び配管系については，既往の試験等により確認されている値を用いる。 

なお，これら鉛直方向の設計用減衰定数は，大間 1 号炉の建設工認と同様である。 

 

表 1 機器・配管系の設計用減衰定数 

設      備 

設計用減衰定数 (%) 

水平方向 鉛直方向 

既工認 今回工認 既工認 今回工認 

溶接構造物 1.0 同左 － 1.0 

ボルト及びリベット構造物 2.0 同左 － 2.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 同左 － 1.0 

燃料集合体 7.0 同左 － 1.0 

制御棒駆動機構 3.5 同左 － 1.0 

電気盤 4.0 同左 － 1.0 

使用済燃料貯蔵ラック 1.0 Ss：7.0 

Sd：5.0 

－ 1.0 

天井クレーン 1.0 2.0 － 2.0 

燃料取替機 1.0 2.0 － 1.5(2.0)＊ 

配管系 0.5～2.0 0.5～3.0 － 0.5～3.0 

注記 ＊：（ ）外は、燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合 

       （ ）内は、燃料取替機のトロリ位置が中央部にある場合 
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３．水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根（SRSS）法による組合せ 
 
従来の水平方向及び鉛直方向の荷重の組合せは，静的な地震力による鉛直方向の荷重に

は地震継続時間や最大加速度の生起時刻のような時間の概念がなかったことから，水平方

向及び鉛直方向の地震力による荷重の最大値同士の絶対値の和としていた。（以下，「絶対

値和法」という。） 
今回工認では，鉛直方向の地震力について動的な地震力を考慮する必要があり，水平方

向及び鉛直方向の両者がともに動的な地震力であることから，両者の最大加速度の生起時

刻に差があるという実挙動を踏まえると，従来と同じように絶対値和法を用いるのではな

く，時間的な概念を取り入れた荷重の組み合わせ法を検討する必要がある。 
今回工認では，大間１号炉の認可実績も踏まえ二乗和平方根法（以下，「SRSS 法（Square 

Root of the Sum of the Squares）」という。）による組み合わせを採用する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 最大加速度の生起時刻の差の概念図 

時間 

加
速
度 

水平（NS） 

時間 
加
速
度 

水平（EW） 

時間 

加
速
度 

上下（UD） 

：最大応答発生 
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（参考）荷重の組み合わせ法 
 
(1) 絶対値和法 

本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）※を絶対値和で

組み合わせる方法である 
この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重が同時刻に同位相で生じ

ることを仮定しており，組合せ法の中で最も大きな荷重を与える。本手法は，主に地震

力について時間の概念がない静的地震力による荷重の組合せに使用する。 
 

組合せ荷重（又は応力）＝｜MH｜max＋｜MV｜max 
MH：水平方向地震力による荷重（又は応力） 
MV：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 
 

(2) SRSS 法  
本手法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重（又は応力）※を二乗和平方

根で組み合わせる方法である。 
この方法は，水平方向及び鉛直方向の地震力による最大荷重の生起時刻に時間的なず

れがあるという実挙動を考慮しており，水平方向及び鉛直方向地震動の同時入力による

時刻歴応答解析結果との比較において平均的な荷重を与える。本手法は，動的な地震力

による荷重同士の組合せに使用する。 
 

組合せ荷重（又は応力）＝  

MH：水平方向地震力による荷重（又は応力） 
MV：鉛直方向地震力による荷重（又は応力） 

 
※：荷重の段階で組み合わせる場合と，荷重により発生した応力の段階で組み合わせ

る場合がある。 
 
 


